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建築基準法第８５条第６項に規定する仮設興行場等の許可基準 
 

藤沢市計画建築部建築指導課 

制定 平成３１年３月２６日 

 （趣旨）  

第１条 この基準は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」と

いう。）第８５条第６項に規定する仮設興行場等の建築の許可について必要

な事項を定めるものとする。  

 

（用語）  

第２条 この基準における用語の定義は、法、建築基準法施行令（昭和２５年

政令第３３８号。以下｢政令｣という。）及び建築基準法施行規則（昭和２５

年建設省令第４０号。以下「省令」という。）の例による。  

 

（許可の対象となる仮設興行場等とその敷地に関する基準）  

第３条 許可の対象となる仮設興行場等とその敷地については次に掲げる基準

に適合すること。 

  (1) 仮設興行場等の用途は別表第１（い）欄に掲げる用途であること。 

  (2) 別表第１（い）欄に掲げる用途に供する仮設興行場等の存続期間は同

表（ろ）欄の当該各項に掲げる期間内とすること。 

  (3) 別表第１（い）欄に掲げる用途に供する仮設興行場等は、同表（は）

欄に掲げる区域又は地域に建築しないこと。 

  (4) 別表第１（い）欄（２）項に掲げる用途に供する仮設興行場等を建築

する場合は、従前の建築物に係る工事を施工することが明らかなもので

あること。 

  (5) 別表第１（い）欄（３）項に掲げる用途に供する仮設興行場等を建築

する場合は、次に掲げる基準に適合すること。 

   ア 工事を施工することが明らかなものであること。 

イ 仮設興行場等の敷地は、工事現場からおおむね１キロメートル以内

の距離にあること。 

  (6) 別表第１（い）欄（４）項に掲げる用途に供する仮設興行場等は、公

共海岸の区域に設けるものであること。 

  (7) 別表第１（い）欄（５）項に掲げる用途に供する仮設興行場等を建築

する場合は、次に掲げる基準に適合すること。 

   ア 販売する住宅の建築に係る確認済証が交付されていること。 

   イ 仮設興行場等の敷地は、販売する住宅の敷地からおおむね１キロメ
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ートル以内の距離にあること。 

   ウ 仮設興行場等の敷地内又は敷地に近接する土地に、規模により相応の

来客用駐車場を確保すること。 

(8) 別表第１（い）欄（６）項に掲げる用途に供する仮設興行場等について

は、土地区画整理事業施行のため移転が必要となる建築物であること。 

(9) 別表第１（い）欄（７）項に掲げる用途に供する仮設興行場等は、次に

掲げる基準に適合すること。 

ア 営業主体の異なる複数の仮設展示住宅を一元的に営む一団の土地に

おけるものであること。 

イ 仮設展示住宅内に設ける台所、便所又は浴室に設ける給排水設備

（給茶又は清掃のために必要な最低限のものを除く。）は、その機能を

果たすものではないこと。 

ウ 仮設興行場等の敷地内又は敷地に近接する土地に、仮設興行場等が

存する一団の土地の規模により相応の来客用駐車場を確保すること。 

(10) 別表第１（い）欄（８）項に掲げる用途に供する仮設興行場等を建築

する場合は、当該選挙が公職選挙法に基づくものであること。 

(11) 仮設興行場等の階数は、３以下であること。 

(12) 仮設興行場等は、自重、積載荷重、積雪荷重、風圧、土圧及び水圧並

びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全な構造のものとして、次に

掲げる基準又はこれに準じた方法によって確かめられる安全性を有する

こと。ただし、海水浴場施設については、この限りではない。 

    ア 法第６条第１項第３号に掲げる建築物を除き、政令第８２条第１号

から第３号までに定めるところによる構造計算によって構造耐力上安

全であることを確かめること。 

    イ 基礎の構造は、法第６条第１項第２号に掲げるものを除き、建築物

の構造、形態及び地盤の状況を考慮し、構造耐力上安全なものとして

検証されたものであること。 

 (13) 仮設興行場等の屋根は、政令第１０９条の９に規定する性能を有する

こと。 

(14) 仮設興行場等の延べ面積は、１，５００平方メートルを超えないこ

と。ただし、床面積の合計１，５００平方メートル以内ごとに準耐火構

造の床若しくは壁又は法第２条第９号の２ロの防火設備で区画した場合

は、この限りでない。 

(15) 仮設興行場等が法第２７条第１項各号、第２項各号又は第３項各号の

いずれかに該当するときは、次の各号に掲げる仮設興行場等の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定めるものとし、外壁の開口部で延焼のおそれ
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のある部分に、法第２条第９号の２ロに規定する防火設備を設けるこ 

と。 

ア 法第２７条第１項第２号に該当する仮設興行場等（同項各号（同項

第２号にあっては、法別表第１（１）項に係る部分に限る。）に該当

するものを除く。） 外壁及び軒裏を防火構造とすること。 

イ アに掲げる仮設興行場等以外の仮設興行場等 次の(ア)又は(イ)の

いずれかに該当すること。 

(ア) 主要構造部を準耐火構造とすること。 

(イ) 政令第１０９条の３の規定に適合するものであること。 

(16) くみ取便所を設ける場合にあっては、政令第２９条の構造とするこ

と。 

(17) 火を使用する設備又は器具を設けた室（主要構造部を耐火構造とした

ものを除く。）等は、その壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを準

不燃材料とすること。 

(18) 仮設興行場等の主要な出口から道路（法第４２条に規定する道路をい

う。以下同じ。）又は公園、広場その他の空地に通ずる通路を設けるこ

と。 

(19) 仮設興行場等、これに附属する門若しくは塀又は敷地を造成するため

の擁壁は、道路内に、又は道路に突き出すものでないこと。 

(20) 仮設興行場等（法第５３条第５項第１号及び第２号に該当するものを

除く。）の建蔽率は、法第５３条第１項各号に定める数値に１０分の１

（同条第３項第２号に該当するものにあっては１０分の２）を加えた数

値を超えないこと。 

(21) 防火地域内においては、延焼のおそれのある部分の外壁及び軒裏を防

火構造とし、その外壁の開口部で延焼のおそれのある部分に、法第２条

第９号の２ロに規定する防火設備を設けること。 

(22) 準防火地域内においては、地階を除く階数が３以上である仮設興行場

等又は延べ面積が５００平方メートルを超える仮設興行場等は延焼のお

それのある部分の外壁及び軒裏を防火構造とし、その外壁の開口部で延

焼のおそれのある部分に、法第２条第９号の２ロに規定する防火設備を

設けること。 

(23) 法第６８条の１０第１項の認定を受けた型式に係る建築物の部分（法

第２０条第１項第１号後段、第２号イ後段及び第３号イ後段に係る部分

に限る。）を変更しないこと。ただし、建築物の用途（各室の床の積載

荷重に変更が生じる場合を除く。）については、この限りでない。 

(24) 前各号に掲げる基準のほか、市長が必要と認める措置を行うこと。 
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（適用の除外） 

第４条 市長が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認める場合は、この基

準によらないことができる。 

   

 （申請書に添える図書） 

第５条 藤沢市建築基準等に関する規則に規定する市長が必要であると認める

図書又は書面は、別表第２の各項の（い）欄に掲げる仮設興行場等の種別

に応じて当該各項の（ろ）欄の図書及び許可の審査に必要と認める図書又

は書面とする。 

２ 代理者によって許可の申請を行う場合にあっては、当該代理者に委任する

ことを証する書類 

  

（附則） 

この基準は、２０１９年（令和元年）６月１日より施行する。 

（附則） 

この基準は、２０２１年（令和３年）４月１日より施行する。 

（附則） 

この基準は、２０２２年（令和４年）６月１３日より施行する。 

（附則） 

この基準は、２０２５年（令和７年）４月１日より施行する。 
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別表第１ 

 （い） （ろ） （は） 

仮設興行場等の用途 仮設興行場等

の存続期間 
建築してはならない 
区域又は地域 

（１） 仮設興行場、博覧会

建築物 
１年以内 第１種低層住居専用地域若

しくは第２種低層住居専用

地域又は市街化調整区域

（都市計画法（昭和４３年

法律第１００号）第７条第

１項に規定する市街化調整

区域をいう。以下同じ。） 

（２） 建築物の工事を施工

するためその工事期

間中当該従前の建築

物に代えて必要とな

る仮設店舗、仮設校

舎その他これらに類

するもの 

当該工事の施

工上必要と認

める期間 

― 

 

（３） 工事を施工するため

の事務所、下小屋、

材料置場その他これ

らに類するもの 

当該工事の施

工上必要と認

める期間 

― 

 

（４） 海水浴場施設 夏期 ― 

（５） 住宅の販売のための

モデルルーム 
１年以内 市街化調整区域 

（６） 土地区画整理事業施

行のためのもの（仮

設住宅等） 

１年以内 ― 

 

（７） 仮設展示住宅及び仮

設展示住宅を運営す

るために必要なもの 

１年以内 第１種低層住居専用地域若

しくは第２種低層住居専用

地域又は市街化調整区域 

（８） 選挙事務所 １年以内、か

つ、その選挙

事務所の設置

のため、必要

と認める期間 

― 
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 別表第２ 

 （い） （ろ） 

図書の種

類 

明示すべき事項 

（１） 全ての仮設興

行場等 

理由書 許可を要する理由 

用途 

許可期間内に除却する旨の誓約 

法第８５条第６項、政令第１４７条

第１項又は藤沢市建築基準等に関す

る条例第９５条の規定に基づく適用

しない規定 

公図及び

登記事項

証明書の

写し並び

に土地使

用に関す

る図書 

土地の所有者の氏名、住所及び連絡

先並びに土地使用に関する賃貸契

約、承諾その他の事項で、継続した

土地使用が可能であることを示す事

項 

各階平面

図 

火を使用する設備又は器具の種類 

敷地面積

求積図 

敷地面積の求積に必要な敷地の各部

分の寸法及び算式 

床面積求

積図 

床面積の求積に必要な建築物の各部

分の寸法及び算式 

建築面積

求積図 

建築面積の求積に必要な建築物の各

部分の寸法及び算式 

耐火構造

等の構造

詳細図 

屋根の断面の構造、材料の種別及び

寸法 

第３条第

２４号で

定める基

準の適合

性に関す

る図書 

 

第３条第２４号で定める基準の審査

に必要な事項 
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（２） 第３条第１２

号アに該当す

る仮設興行場

等 

省令第１条の３による図書及び明示すべき事項 

（３） 第３条第１２

号イの適用を

受ける仮設興

行場等 

基礎の構造に関する構造図及び検討書 

（４） 第３条第１４

号ただし書の

基準が適用さ

れる仮設興行

場等 

各階平面

図 

耐力壁及び非耐力壁の位置 

防火区画の位置及び面積 

防火設備の位置及び種別 

第３条第１４号に掲げる区画に用い

る壁の構造 

２面以上

の断面図 

第３条第１４号に掲げる区画に用い

る外壁の位置及び構造 

第３条第１４号に掲げる区画に用い

る床の構造 

耐火構造

等の構造

詳細図 

主要構造部、天井及び防火設備の断

面の構造、材料の種別及び寸法 

（５） 第３条第１５

号アに該当す

る仮設興行場

等 

各階平面

図 

開口部及び防火設備の位置 

耐力壁及び非耐力壁の位置 

外壁、袖壁、塀その他これらに類す

るものの位置及び高さ 

耐火構造

等の構造

詳細図 

主要構造部、軒裏、天井及び防火設

備の断面の構造、材料の種別及び寸

法 

（６） 第３条第１５

号イに該当す

る仮設興行場

等 

各階平面

図 

耐力壁及び非耐力壁の位置 

耐火構造

等の構造

詳細図 

 

 

 

 

延焼のおそれのある部分の外壁の断

面の構造、材料の種別及び寸法 

主要構造部の断面の構造、材料の種

別及び寸法 
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（７） くみ取便所を

設ける仮設興

行場等 

配置図 くみ取便所の便槽及び井戸の位置 

便所の構

造詳細図 

屎尿に接するくみ取便所の部分 

便槽の種類及び構造 

便器及び小便器から便槽までの汚水

管の構造 

くみ取便所に講じる防水モルタル塗

その他これに類する防水の措置 

くみ取便所のくみ取口の位置及び構

造 

（８） 火を使用する

設備又は器具

を設ける仮設

興行場等 

各階平面

図 

かまど、こんろその他火を使用する

設備又は器具の位置、種別及び発熱

量 

火を使用する室に関する換気経路 

換気設備

の構造詳

細図 

火を使用する設備又は器具の近くの

排気フードの材料の種別 

室内仕上

げ表 

火を使用する設備又は器具を設けた

室（主要構造部を耐火構造としたも

のを除く）の壁及び天井の仕上げの

材料の種別及び厚さ 

（９） 防火地域内に

おける仮設興

行場等 

各 階 平 面

図 

開口部及び防火設備の位置 

耐力壁及び非耐力壁の位置 

外壁及び軒裏の位置及び高さ 

耐 火 構 造

等 の 構 造

詳細図 

延焼のおそれのある部分の外壁及び

軒裏並びに防火設備の断面の構造、

材料の種別及び寸法 

（１０） 準防火地域内

における仮設

興行場等 

各 階 平 面

図 

開口部及び防火設備の位置 

耐力壁及び非耐力壁の位置 

外壁及び軒裏の位置及び高さ 

耐 火 構 造

等 の 構 造

詳細図 

延焼のおそれのある部分の外壁及び

軒裏並びに防火設備の断面の構造、

材料の種別及び寸法 
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（１１） 別表第１

（５）項及び

（７）項の仮

設興行場等 

付近見取

図又は配

置図 

来客用駐車場の位置及び台数 

（１２） 別表第１

（３）項の仮

設興行場等 

付近見取

図又は配

置図 

工事現場の位置、（３）項の仮設興

行場等と工事現場の距離 

（１３） 別表第１

（２）項及び

（３）項の仮

設興行場等 

工程表 工事の着手から仮設興行場等が除却

されるまでの工程に関する事項 

建築物そ

の他の工

事に係る

確認済

証、工事

請負契約

書その他

これらに

類する図

書 

建築物その他の工事の確実な実施を

証する事項 

（１４） 別表第１ 

（４）項の仮

設興行場等 

建築士法

第２０条

の２に基

づく「構

造計算に

よって建

築物の安

全性を確

かめた旨

の証明

書」の頭

紙の写し 

構造計算の方法 
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参考 

 

建築基準法施行規則第１０条の４（抜粋） 

 法第８５条第６項の規定による許可を申請しようとする者は、別記第４４号

様式による申請書の正本及び副本に、それぞれ、特定行政庁が規則で定める図

書又は書面を添えて、特定行政庁に提出するものとする。 

 

藤沢市建築基準等に関する規則第２０条第１項（３） 

図書の種類 明示すべき事項 

付近見取図 方位、道路及び目標となる地物 

配置図 縮尺、方位、敷地の境界線、敷地における建築物の位

置、申請に係る建築物と他の建築物の別、擁壁の位置

並びに敷地の接する道路の位置及び幅員 

各階平面図 縮尺、方位、間取り、各室の用途、壁、開口部及び防

火設備の位置並びに延焼のおそれのある部分の外壁の

構造 

２面以上の立面図 縮尺、開口部の位置並びに延焼のおそれのある部分の

外壁及び軒裏の構造 

２面以上の断面図 縮尺、床の高さ、各階の天井の高さ、軒及びひさしの

出並びに軒の高さ及び建築物の高さ 

 

 

 


